
(環境確保条例第1lF条の2 参考様式)

土壌汚染情報公開台帳

整理番号 209-1 調製年月 日・契機 2023年2月 27日 ・ 第116条第1項第2号

所在地 町田市図師町字下号112番  外132筆 (地番)町 田市下小山田町3160番地 (住居)

訂正年月日・契機 2023年 5月 2日 ・第116条第1項第2号、2023年 H月 21日 。第116条の3第3項

工場又は指定作業場の名称
'(土地の改変に係る事業あ名称)

町田市バイオエネルギーセンター 面積 399ポ  (汚染地 ) 23,083ポ  (調査)

形質変更時要届出区域に指定 (形 -3)

2023年 5月 2日 汚染地面積変
種類及び項目の追加

更 (200ポ→699ポ)並びに基準に適合しない特定有害物質の

2023年 11月 21日 基準不適合土壌の掘削除去に伴う汚染地面積の変更 (699ポ→399ピ)並 :

びに基準に適合しない特定有害物質の種類及び項目の削除

汚染状況調査の受託者

ユーロフィン日本環境 (株 )

適合 しない基準項 目

含有量基準 第二溶出量基準

含有量基準・溶出量基準・第二溶出量基準

含有量基準・溶出量基準 。第二溶出量基準

含有量基準・溶出量基準・第二溶出量基準

含有量基準・溶出量基準 。第二溶出量基準

重類

鉛及びその化合物

汚染状況調査の方法に関する特記事項

当該土地において講じられた健康被害の防止又は
周辺地下水汚染拡大の防止のための措置がある場合は、その内容
当該土地に第122条第 1項第 2号の上壌がある
(汚染の原因が水面ナ里立材に由来する場合は、

場合は、その旨
その旨)

当該土地が第54条第 3頂第 1号に該当する場合は、その旨

当該土地が第55条第 3項に該当する場合は(その旨

当該土地が上壌汚染対策法の規定に基づき要措置区域又は形質変更
時要届出区域に指定された区域を含む場合は、その旨

備考

特定有害物質の,報告受理年月 日

2022盗岳12月 22日

2023年 3月 10日

土壌の汚染状況



汚染状況調査の受託者

汚染土壌の処理方法

浄化等処理施設・分別等処理
施設にて処理

適合 しない基準項 目

地下水基準・第二地下水基準

地下水基準・第二地下水基準

地下水基準・第二地下水基準

地下水基準・第二地下水基準

土壌搬出

4怪

有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

有 。無

有・無

有 。無

有・無

実施者

町田市

土地の 又 は の

基準不適合土壌の掘削除去

特定有害物質の種類

完了時期

2023年 8月 26日

報告受理年月 日

届出 (着手)時期

2023年 7月 18日

地下水の汚染状況

地下水の汚染状況
(対象地境界)

土地の措置又は改変
状況
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において形質変更
時要届出区域を解除する
土 地

別 図

【起点】

起点は、町田市下小山田町字谷3258■ 5の最北端とする。

【区域指定の解除に係る土地の面積】
300ロド

【格子の回転角度 (80度 59分48秒 )】

格子の回転角度は、起点を通り、東西方向及び南北方向
に引いた線並びにこれらと平行して10m間隔で引いた線に
より構成されている格子を、起点を中心として、右回りに

回転させた角度を示す。
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【凡例】

一――単位区画境界線
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形質変更時要届出区域の

指定を解除する区画

指定を継続する形質変更
時要届出区域



添付資料3 土地の形質の変更を行つた形質変更時要届出区域の状況を明らかにした平面図
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【凡例】

● 起点

E]敷地境界線

EI今 回改変範囲

□ 単位区画 (10mx 10m)

□ 30m格子 (30m X 30m)

形質変更時要届出区域
(ふ つ素及びその化合物)
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▼
地下水位 GL‐ 930m付近
(調重ポーリング時データょり)

※領碑l課直は地下水位より社 方である

足例

1  1編 翻鶴口

く汚染土壕)

図 3.3.2 掘削除去三断面図

口 &3.3 掘削除去工概略図

9



3.7地下水の水資の測定

汚染土壌の才屈削除去工事の措置の効果を把握するため、地下水の下流側の当該土地

σ)周縁に観測井を設け地下水濃度が基準に適合してぃることを確認した。測定は施工

前(及び施工完了後の計 2回実施した。対象となる区画は「ふう素及びその化合物」

の上壌溶出量基準に不適合、地下水基準に適合であるため、地下水の分析項目は「ふ

っ素及びその化合物」の 1項 目とした。

分析結果より、施工前及び施工完了後共に地下水基準適合であった。

観測井設置位置を示した平面図を3.7.Hこ、観測井あ構造図を図3,7.2に 、地下水の

水質の測定結果を表 3,7,11こ示す。           、
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表 3.7.1 地下水の水質の測定分析結果

ふつ素 (地 水 :mg/L)

※NDは定量下曝値未満を示す

観測井戸① 観測井戸②

施工前  (7月 11日

'

ND 0,09

施工完了後 (8月 9日 ) 0.03 ND

基準値 0.8 0.8

定量下限値 0.08 0.08
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埋戻し上分析結

の

ロロエチ レン 0 2

四 0.0002 2

ロ ロ エ ン1 2- 0. 0.0004 004

1,1-ジクロロェチレン 0.01未満 0.01 0.1

1,2-ジクロロ土チレン 0.004未満 0.004 0.04

1,3-ジクロロプロペン 0.0002未満 0.0002 0.002

口ロメ ン 0 0 0.02

テ トラクロロエチレン 0.001未満 0.001 0.01

1,1,1-ト リクロロエタ
ン

0.1未満 0.1

1,1,2-ト リクロロエタ
シ

0.0006未満 0!0006 0.006

ロロエチ レント I 0.001未 0.001 0.01
ベ ン ン 0. 0.001 0.01

その化カ ドミウム
0.0003未満 0.0003 0.003

クロム 0,011 0.005
ア ン 0.1 検出されないこと

の 0.0005 0. 0.0005

セレン及びその化合物 0.004 0.001 0.01

の 合物 0.001未満 0.01

その化 0.002 0.001 0,01

ふつ素及びその化合物 0.24 0.08 0.8

ほう素及びその化合物 0.1未満 0.1

ンシ マ 0.00 0.0003 003
シ カチ 0.002 0.02

チ ム 0006未満 0006 0.006
I フエニル 不検 0.0005 検出されないこと

り 0.1 検出されないこと

平成15年環境
省告示第18号

その化カ ドミウム及
物

1.0未満 0 45

ロム 250

ンヽシアン化合物
アンとして

510未 満 5.0 50

そ 1 1.0 15

セレン及びその化合物 1.0未満 0 150

鉛 の ヒ 19 1.0 150
化合物 1 満 150

ふつ素及びその化合物 100未満 100 4000

ほう素及びその化合物

mg/kg

(dry)

100未満 100 4000

平成15年環境
省告示第19号



添付資料8 土地の形質の変更の終了後における当該土地の利用の方法を明らかにした図面
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【凡例】

の 起点

□ 敷地境界線

E]今回改変範囲

単位区画 (10mX 10m)

30m格子と(30m X 30m)

形質変更時要届出区域
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